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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第１四半期連結累計期間
第56期

第１四半期連結累計期間
第55期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 7,864 9,975 44,063

経常利益 （百万円） 197 491 3,336

親会社株主に帰属する四半

期（当期）純利益
（百万円） 147 327 2,395

四半期包括利益又は包括利

益
（百万円） 204 688 3,160

純資産額 （百万円） 13,643 17,688 16,698

総資産額 （百万円） 36,677 43,294 43,695

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 2.25 4.94 37.03

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 2.24 4.91 36.83

自己資本比率 （％） 37.06 40.60 38.06

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、従来、非連結子会社であった㈱ＮＢファシリティーズ及び㈱アテインに加

え、当第１四半期連結累計期間において設立した子会社㈱ジー・エフ・エムを連結の範囲に含めたことにより、

「ファシリティマネジメント事業」を報告セグメントとして新たに追加しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益の改善等に伴い緩やかな回復基調が続いたものの、

中国景気の減速懸念等もあり先行き不透明感が漂いました。一方、建設業界におきましては、公共工事は弱い動き

が見受けられたものの、民間工事は企業の設備投資意欲の改善等により回復基調で推移いたしました。

このような状況のなか当社グループは、グループ各社の情報共有化を図るなど各事業の収益化に繋げたほか、建

築物及び関連施設の総合管理・メンテナンス事業を強化するなど収益安定型であるストック型ビジネスの拡大に取

り組みました。また、ユニットハウス市場の開拓を推し進めるため、新製品の開発や生産能力の増強等の準備を進

めました。

以上により、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は9,975百万円（前年同期比126.8％、2,110百万

円増）、営業利益は455百万円（前年同期比259.4％、280百万円増）、経常利益は491百万円（前年同期比

248.9％、294百万円増）及び親会社株主に帰属する四半期純利益は327百万円（前年同期比222.1％、179百万円

増）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間より、新たに「ファシリティマネジメント事業」を報告セグメントとして追加

することに加え、海外子会社を連結範囲に含めております。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（システム建築事業）

システム建築事業につきましては、販売事業では事務所・店舗・工場・倉庫向けが総じて堅調に推移し、売上高

は3,638百万円（前年同期比107.7％、260百万円増）となりました。また、レンタル事業では学校施設の耐震化等

に伴う仮設校舎が増加したこと等により、売上高は1,384百万円（前年同期比108.4％、106百万円増）となりまし

た。これらの結果、同事業全体の売上高は5,022百万円（前年同期比107.9％、366百万円増）となりました。

（総合建設事業）

総合建設事業につきましては、鉄道工事、マンション等の建築工事及びリニューアル工事が概ね計画通りに進捗

し、売上高は2,468百万円（前年同期比115.0％、322百万円増）となりました。

（立体駐車場事業）

立体駐車場事業につきましては、販売事業では概ね計画通りに工事が進捗し売上高は1,067百万円（前年同期比

241.8％、625百万円増）、メンテナンス事業では定期点検・リニューアル工事ともに堅調に推移し売上高は410百

万円（前年同期比124.7％、81百万円増）となりました。また、駐車場運営・管理事業では、当第１四半期連結累

計期間において駐車場1件純増4車室純減したものの、駐輪場7件747台純増した結果、６月末において駐車場304件

2,714車室、駐輪場36件4,829台となり売上高は360百万円（前年同期比126.8％、76百万円増）となりました。これ

らの結果、同事業全体の売上高は1,838百万円（前年同期比174.3％、783百万円増）となりました。

（開発事業）

開発事業につきましては、大手コンビニエンスストアを中心に収益不動産の開発を推し進め不動産賃貸収入を積

み上げたほか、当該不動産の一部譲渡もあり、売上高は473百万円（前第１四半期連結累計期間は7百万円）となり

ました。

（ファシリティマネジメント事業）

ファシリティマネジメント事業につきましては、大手外食チェーン店やドラッグストア等の流通店舗に向けて事

業展開している株式会社ジー・エフ・エムより、本年６月１日付にて建築物及び関連施設の総合管理・メンテナン

ス事業を承継し、同事業の強化を図ったこと等により、売上高は172百万円となりました。

EDINET提出書類

日成ビルド工業株式会社(E00178)

四半期報告書

 3/21



 
(2) 財政状態

当第１四半期連結累計期間における資産合計は、主に受取手形・完成工事未収入金及びリース未収入金の減少に

より、前連結会計年度と比べ401百万円減少し、43,294百万円となりました。

負債合計は、主に支払手形・工事未払金等の減少により、前連結会計年度末と比べ1,391百万円減少し、25,605

百万円となりました。

純資産合計は、新株予約権（第三者割当）の権利行使やその他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計

年度末と比べ990百万円増加し、17,688百万円となりました。

これらの結果、自己資本比率は40.6％（前連結会計年度末は38.1％）となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は3百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く経営環境は、政策効果等に支えられ緩やかな景気回復が続くと見込まれるなか、建設業

界においても建設資材価格や労務単価の高止まり等の懸念はあるものの、企業の設備投資意欲の改善等により回復

基調で推移するものと思われます。

当社グループは、現在の経営環境及び当社の現状等の十分な認識のもと、平成25年度（平成26年３月期）を初年

度とする３ヵ年の中期経営計画（平成25年度～平成27年度）における成長戦略の実現に向けて、パートナー企業と

の連携強化や、「SPACE is VALUE（価値ある空間の創造）」をモットーとしたグループ力の発揮など積極的に事業

展開しております。また、国内市場のみならず、海外市場にも視野を広げ、新・日成ビルドグループとして更なる

企業価値の向上を目指しております。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、事業活動に必要な流動性を保ちつつ、健全なバランスシートを維持することを基本とし、

キャッシュ・フローを重視した経営を推進しております。また、当社グループの運転資金及び設備投資資金の調達

は、自己資金及び借入金等により賄っており、余剰資金については借入金の返済に充当するなど資金の効率化を

図っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 71,113,168 71,113,168
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 71,113,168 71,113,168 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期連結会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年４月24日

新株予約権の数（個） 152

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 152,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 390(注)３

新株予約権の行使期間
自  平成29年４月25日

至  平成37年４月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格        390

資本組入額      195

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株

予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２、(注)４

（注）１．新株予約権の目的である株式の数は1,000株とする。

新株予約権の割当日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式

分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結

果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本

金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当

該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会

の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

また、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。
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２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、組織再編行為という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換

がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下、残存新株予約権という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、再編対象会社という。）の

新株予約権を以下の各号の定める条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株

予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に前

記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

前記の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

前記の新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧　新株予約権の取得条項

以下のア．イ．ウ．エ．又はオ．の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得するこ

とができる。

ア．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

イ．当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

ウ．当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

エ．当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

オ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑨　その他の新株予約権の行使の条件

前記の新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

３．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの行使価額に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値（１円未満の端数は切上げる。）または割

当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。

４．前記２．④の交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、前記３で定められた行使価

額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に前記２．③に従って決定される当

該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第１四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり

行使されております。
 

 
第１四半期会計期間

（平成27年４月１日から
平成27年６月30日まで）

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予約権付
社債券等の数（個）

3,250,000

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） 3,250,000

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 310.8

当該期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） 1,010

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等の数の累計（個）

3,700,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権付社
債券等に係る累計の交付株式数（株）

3,700,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権付社
債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

309.5

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権付社
債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

1,145

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 71,113 － 7,002,078 － 997,921

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,279,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,453,000 64,453 －

単元未満株式 普通株式 381,168 － －

発行済株式総数 71,113,168 － －

総株主の議決権 － 64,453 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権の数５個）含まれ
ております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日成ビルド工業株
式会社

金沢市金石北三丁
目16番10号

6,279,000 － 6,279,000 8.83

計 － 6,279,000 － 6,279,000 8.83

 

２【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,492,143 4,417,040

受取手形・完成工事未収入金 10,969,697 9,059,953

リース未収入金 3,672,400 3,041,939

販売用不動産 173,479 276,854

仕掛販売用不動産 5,368,717 5,333,974

未成工事支出金 226,767 734,057

リース支出金 1,847,225 1,798,770

商品及び製品 295,589 266,811

仕掛品 25,861 44,500

原材料及び貯蔵品 384,916 391,259

その他 988,197 1,021,671

貸倒引当金 △114,632 △116,806

流動資産合計 28,330,363 26,270,028

固定資産   

有形固定資産   

リース用建物（純額） 2,542,780 2,468,609

建物・構築物（純額） 2,062,675 2,037,612

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 367,642 359,546

土地 4,445,474 4,445,474

建設仮勘定 29,709 263,489

有形固定資産合計 9,448,282 9,574,732

無形固定資産   

その他 284,507 683,257

無形固定資産合計 284,507 683,257

投資その他の資産   

投資有価証券 4,291,570 5,352,301

破産更生債権等 265,967 265,326

その他 1,345,451 1,362,843

貸倒引当金 △270,676 △214,164

投資その他の資産合計 5,632,313 6,766,306

固定資産合計 15,365,103 17,024,297

資産合計 43,695,467 43,294,326

 

EDINET提出書類

日成ビルド工業株式会社(E00178)

四半期報告書

10/21



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 11,344,238 9,783,208

短期借入金 1,950,000 2,716,820

1年内返済予定の長期借入金 1,218,064 1,218,064

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 1,103,719 181,103

未成工事受入金 694,156 947,224

リース前受収益 1,960,526 2,146,169

完成工事補償引当金 858,568 792,081

役員賞与引当金 38,100 －

賞与引当金 398,713 209,187

その他 1,367,385 1,680,009

流動負債合計 21,033,471 19,773,870

固定負債   

社債 750,000 700,000

長期借入金 3,608,704 3,304,188

退職給付に係る負債 1,063,972 1,080,382

資産除去債務 55,563 55,848

その他 485,116 691,387

固定負債合計 5,963,356 5,831,806

負債合計 26,996,828 25,605,676

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,002,078 7,002,078

資本剰余金 1,973,370 2,439,938

利益剰余金 7,821,127 7,383,387

自己株式 △1,051,995 △499,353

株主資本合計 15,744,580 16,326,049

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 952,905 1,309,798

退職給付に係る調整累計額 △66,672 △57,349

為替換算調整勘定 － 33

その他の包括利益累計額合計 886,232 1,252,481

新株予約権 67,826 86,077

非支配株主持分 － 24,040

純資産合計 16,698,639 17,688,649

負債純資産合計 43,695,467 43,294,326
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高   

完成工事高 6,579,156 8,117,392

リース収益 1,277,723 1,384,448

開発事業売上高 7,250 473,194

売上高合計 7,864,130 9,975,035

売上原価   

完成工事原価 5,782,807 7,001,208

リース原価 874,582 923,881

開発事業売上原価 － 410,981

売上原価合計 6,657,390 8,336,071

売上総利益   

完成工事総利益 796,348 1,116,183

リース総利益 403,140 460,567

開発事業総利益 7,250 62,213

売上総利益合計 1,206,739 1,638,963

販売費及び一般管理費 1,031,040 1,183,206

営業利益 175,698 455,757

営業外収益   

受取利息 509 450

受取配当金 12,715 15,753

不動産賃貸収入 13,020 10,467

仕入割引 10,360 13,254

その他 14,849 19,964

営業外収益合計 51,455 59,889

営業外費用   

支払利息 15,803 15,474

不動産賃貸原価 8,603 3,825

その他 5,180 4,524

営業外費用合計 29,587 23,823

経常利益 197,565 491,822

特別利益   

固定資産売却益 69,629 10,000

特別利益合計 69,629 10,000

特別損失   

固定資産除却損 716 3,456

その他 136 470

特別損失合計 852 3,926

税金等調整前四半期純利益 266,342 497,896

法人税等合計 118,945 175,125

四半期純利益 147,397 322,770

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △4,530

親会社株主に帰属する四半期純利益 147,397 327,301
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 147,397 322,770

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 48,669 356,892

為替換算調整勘定 － △823

退職給付に係る調整額 8,239 9,323

その他の包括利益合計 56,909 365,391

四半期包括利益 204,306 688,162

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 204,306 692,620

非支配株主に係る四半期包括利益 － △4,458
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社ジー・エフ・エム及び重要性が増した株式会社ＮＢ

ファシリティーズ、株式会社アテイン、NISSEI BUILD ASIA PTE.LTD.、SPACE VALUE (THAILAND) CO.,LTD.並びに

ASIA PARKING INVESTMENT PTE.LTD.を連結の範囲に含めております。

なお、在外子会社３社の第１四半期決算日は３月31日であり、四半期連結財務諸表の作成にあたっては、同決算

日現在の四半期連結財務諸表を使用しております。ただし、同決算日から四半期連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用の計算については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

（追加情報）

表示方法の変更

（開発事業売上高に係る表示方法の変更）

従来、「完成工事高」に含めていた「開発事業売上高」について、当連結会計年度における金額的重要性を考慮

し、当第１四半期連結会計期間より区分掲記し、関連する売上原価、売上総利益についても「開発事業売上原

価」、「開発事業総利益」として区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連

結累計期間の四半期連結損益計算書の組替えを行っております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 140,044千円 153,808千円

のれんの償却額 2,992 11,325

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 463,201 利益剰余金 7 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成26年５月20日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、自己株式499,973千円（1,780千株）を

取得しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 713,172 利益剰余金 11 平成27年３月31日 平成27年６月26日

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

当第１四半期連結累計期間において、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分により、資本剰余金（自己株

式処分差益）が466,567千円増加し、自己株式が552,710千円減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整
(注)１

四半期
連結損益計算書

計上額
(注)２

 システム建築 総合建設 立体駐車場 開発 合計

売上高        

外部顧客への売上高 4,656,009 2,146,310 1,054,560 7,250 7,864,130 － 7,864,130

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 39,362 － － 39,362 △39,362 －

計 4,656,009 2,185,672 1,054,560 7,250 7,903,492 △39,362 7,864,130

セグメント利益又は損

失（△）
623,361 22,282 △69,726 △5,824 570,094 △394,396 175,698

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△394,396千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       

 報告セグメント

 システム建築 総合建設 立体駐車場 開発
ファシリティ
マネジメント

合計

売上高       

外部顧客への売上高 5,022,972 2,468,471 1,838,005 473,194 172,391 9,975,035

セグメント間の内部

売上高又は振替高
806 － 2,306 8,250 6,910 18,272

計 5,023,778 2,468,471 1,840,312 481,444 179,301 9,993,307

セグメント利益又は損

失（△）
729,199 △11,025 155,440 47,204 △18,460 902,358

 

 （単位：千円）

 
調整
(注)１

四半期
連結損益計算書

計上額
(注)２

売上高   

外部顧客への売上高 － 9,975,035

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△18,272 －

計 △18,272 9,975,035

セグメント利益又は損

失（△）
△446,601 455,757

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△446,601千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅲ　報告セグメントの変更等に関する事項

「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（連結の範囲又は持分法適用範囲の変更）」に記

載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、建築物及び関連施設の総合管理、メンテナンス等の事業を行う

株式会社ジー・エフ・エム、株式会社ＮＢファシリティーズ及び株式会社アテインを連結の範囲に含めたこと

から、新たな報告セグメントとして「ファシリティマネジメント事業」を追加しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

平成27年４月20日付にて新設した当社子会社株式会社ジー・エフ・エムは、平成27年４月24日付にて締結した吸

収分割契約に基づき、株式会社ジー・エフ・エムの事業の一部を承継しました。

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社ジー・エフ・エム

事業の内容　　　　　建築物及び関連施設の総合管理・メンテナンス

（2）企業結合を行った主な理由

「ファシリティマネジメント事業」の強化を図り、収益安定型であるストック型ビジネスの比重を高めるこ

とを目的としております。

（3）企業結合日

平成27年６月１日

（4）企業結合の法的形式

株式会社ジー・エフ・エムを吸収分割会社とし、新設した当社子会社株式会社ジー・エフ・エムを吸収分割

承継会社とする吸収分割であります。

（5）結合後企業の名称

株式会社ジー・エフ・エム

（6）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社子会社株式会社ジー・エフ・エムが現金を対価として事業を承継したことによるものであります。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年６月１日から平成27年６月30日

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金による支出 400,000千円

取得価額 400,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

400,000千円

（2）発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力

（3）償却方法及び償却期間

４年にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 2.25円 4.94円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
147,397 327,301

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
147,397 327,301

普通株式の期中平均株式数（千株） 65,483 66,300

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2.24円 4.91円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 301 393

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

権利行使による新株予約権の
減少
第１回新株予約権（第三者割
当）2,550,000個
第２回新株予約権（第三者割
当）700,000個
（それぞれ平成26年11月10日
決議）

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月10日

日成ビルド工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長﨑　康行　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 島　　義浩　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠﨑　和博　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日成ビルド工業

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日成ビルド工業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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